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（訂正）スプレッド型金利キャップ購入に関するお知らせの一部訂正について 

 

FCレジデンシャル投資法人が、平成 17年 12月 19日にお知らせいたしましたスプレッド型金利キャップの

購入に関するお知らせの一部に誤りがございましたので、下記の通り訂正いたします 

 

記 

1．訂正箇所 

「2．スプレッド型金利キャップの内容」の「(2)．開始日」について 

（下線の箇所が訂正部分です。） 

 

【訂正前】 

(2)．開 始 日  平成 18年 10月 17日 

 

【訂正後】 

(2)．開 始 日  平成 18年 10月 16日 

 

添付資料：別紙としてスプレッド型金利キャップ購入に関する事項を添付しております。 

以 上 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス：http://www.fcric.co.jp 



 

 

別紙 
 

1．スプレッド型金利キャップ購入の理由 

将来の金利上昇により本投資法人の期間損益が悪化するリスクに備えます。 

スワップ金利は上昇をすでにはじめていますが、実際の短期金利が上昇しはじめるタイミング、及び上

昇の速度は不透明であり、本投資法人では現在借入れている 100 億円のタームローンの金利リスクのヘッ

ジとして、固定スワップの払い、或いはプレーンなキャップの購入よりも、スプレッド型の金利キャップ

の購入が最も費用対効果が高いと判断致しました。 

 

2．スプレッド型金利キャップの内容 

(1)．想 定 元 本  100億円 

(2)．開 始 日  平成 18年 10月 16日 

(3)．終 了 日  平成 20年 10月 14日（平成 17年 10月 12日にお知らせいた

しました資金の借入れにおける返済日と同日） 

(3)．金 利 改 定 日  1月、4月、7月、10月の 14日の２営業日前 

(4)．対 象  3ヶ月円 TIBOR 

(5)．第 一 ス ト ラ イ ク  0.50% 

(6)．第 二 ス ト ラ イ ク  1.50% 

(7)．購 入 先  香港上海銀行 

(8)．支 払 い プ レ ミ ア ム  52bp（52百万円） 

 

【ご参考】 

スプレッド型金利キャップ 

低位の第一ストライクと高位の第二ストライクをあらかじめ設定し、対象となる変動金利が第一ストラ

イクを上回り、かつ、第二ストライクより低い場合には、その変動金利と第一ストライクとの差額がペイ

オフとしてスプレッド型金利キャップ購入先から本投資法人に対して支払われます。また、対象となる変

動金利が第二ストライクをも上回った場合であっても、第二ストライクと第一ストライクの差である一定

額がペイオフとしてスプレッド型金利キャップ購入先から本投資法人に対して支払われます。 

今回の場合、平成 18年 10月 16日までの期間については 3ヶ月円 TIBOR+0.50％（平成 18年 1月 16日

までの期間は 0.59％）のままですが、平成 18年 10月 17日から平成 20年 10月 14日までの期間について、

対象としている 3 ヶ月円 TIBOR が第一ストライク（0.50%）を上回り、かつ、第二ストライク（1.50%）

より低い場合には、3 ヶ月円 TIBOR と第一ストライク（0.50%）との差額がペイオフとしてスプレッド型

金利キャップ購入先から本投資法人に対して支払われるため、タームローン 100 億円の金利は実質的に

1.00%（スプレッド型金利キャップ購入費用を加味して 1.26％）が上限となります。また、3ヶ月円 TIBOR

が第二ストライクをも上回った場合であっても、第二ストライクと第一ストライクの差である 1.00%がペ

イオフとして支払われるため、タームローン 100 億円の金利は実質的に 1.00%（スプレッド型金利キャッ

プ購入費用を加味して 0.74％）低くなります。なお、対象としている 3 ヶ月円 TIBOR が第一ストライク

（0.50%）を下回っている場合には 3ヶ月円 TIBOR+0.50％（スプレッド型金利キャップ購入費用を加味し

て 3ヶ月円 TIBOR+0.76％）となり、金利が上昇しない場合には単純な金利の固定化を行うよりもメリット

が大きいと考えております。 


